




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 44 号（2018 年 12 月 6日）
り込むことは簡単なことではない。旅行・集団
宿泊的行事に教師がかけるエネルギーは大変大
きいが，学年職員や担任として自然教室，野外
教室の準備に集中している中で，教科担任とし
て「読図ハイク」を責任もって実施していくこ
とは大変である。
　現在，教師の多忙化が大きく取り上げられて
いるが，小手先だけの多忙化解消の取組に終始
しているのが現状である。学校教育の根本を変
えていかなければ解決が難しいところがあり，
すぐに多忙化解消とはいかないが，まずは授業
計画について自らの工夫を生かすことが必要で
ある。地理的分野全体の中で地図学習をどのよ
うに位置づけ指導していくか，小学校とのつな
がりも含めて考えていきたい。
　なお，これらの課題を解決していくために
は，教育課程の整理や柔軟な対応，教師の多忙
化解消などと併せて，施設などの環境整備も必
要である。文部科学省では，1980年代（当時は
文部省）より学校への長期自然体験活動に関連
する施策を次々に打ち出しているが，それとは
逆に公的青少年教育施設は年々減少し，8 経済
的負担が困難な家庭の増加もあって，学校現場
の課題は活動施設も含めた様々な範囲に及ぶ。
　利用施設による「読図ハイク」のプログラム
提供など，学校の教科学習を支援できる公的・
民間施設の整備や社会教育団体との連携などを
含めた環境整備も必要とされているのである。
[注]
1 中学校学習指導要領（平成29年告示）解説社
会編P81
2 社会認識教育学会編「中学校社会科教育」第
5章第3節（学術図書出版2010年）
3 篠原重則「中学校社会科学習『身近な地域』
の授業実態と教師の意識」新地理42巻1号
（1994年）
4 例えば筆者のいた中学校は2013年度より修学
旅行以外の宿泊行事を廃止，隣の中学校も
2017年度より廃止した。
5 少年の野外教育の振興に関する 調査研究協
力者会議・報告「青少年の野外教育の充実に
ついて　２．野外教育の現状と課題（１）野
外教育プログラム」より（文部科学省1996年）
6 江橋慎四郎「野外教育の理論と実際」P4,5（杏
林書院1987年）
7 荒木快英「ウォークラリー入門」P6（遊戯社
1981年）
8 文部科学省（1999年度調査までは文部省）「社
会教育調査」の「設置者別，種類別の青少年
教育施設」の比較による。この調査では，
1996年度の調査をピークに，それ以降2015
年度調査に至るまで青少年教育施設（非宿泊
型含む）は減少を続けている。
